
公共調達の適正化について(平成１８年８月２５日付財計第２０１７号)に基づく随意契約に係る情報の公表(物品役務等)

物品役務等の名
称及び数量

契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局の

名称及び所在地

契約を締結
した日

契約の相手方の商
号

又は名称及び住所

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及
び理由（企画競争又は公募）

予定価格 契約金額 落札率
再就職
の役員
の数

備考

ＣＣＭＳ改良業務

支出負担行為担当官　近畿地方
整備局長　池内　幸司
大阪府大阪市中央区大手前１丁
目５番４４号　大阪合同庁舎第１
号館

H26.7.7

日本電気（株）　関西
支社
大阪市中央区城見１
－４－２４（日本電気
関西ビル）

本業務は、平成１２年に開発し、現在運用中の「事業執行管理シス
テム」について、利便性及び操作性を向上させるため、機能の追加
等のシステム改良を行うものである。　上記業者は著作者人格権を
保持し、これを行使する旨申し出ている。　以上のことより、本業務
を実施できる唯一の業者である上記業者と随意契約を行うものであ
る。
【適用法令】会計法第２９条３第４号政府調達に関する協定第１３条
（ｂ）国の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第１
３条第１項第１号

20,822,400 20,520,000 98％

復原事業情報館展
示施設設計・製作
設置業務

支出負担行為担当官　近畿地方
整備局長　森　昌文
大阪府大阪市中央区大手前１丁
目５番４４号　大阪合同庁舎第１
号館

H26.7.10
（株）乃村工藝社
東京都港区台場２－
３－４

本業務は、平城宮跡歴史公園の第一次大極殿院建造物復原工事
にあわせ、復原事業の概要や古代建築の材料や工法の紹介、版築
や木組みなどの模型による体験、解説、展示を行う復原事業情報
館の展示品の設計・製作設置を行うことを目的とする。  本業務の
契約方式は、企画提案の公募を行い、その内容を総合的に評価し、
契約の相手方を特定する企画競争方式である。　参加可能業者が
最低２０者であることを確認のうえ、企画提案書の提出希望者を公
募したところ、申請期間内に４者から説明書等の交付依頼があり、
そのうち１者から企画提案書の提出があった。　提出された企画提
案書を審査した結果、「予定技術者の経験及び能力」、「実施方針」
の「評価テーマ」が総合的に当局の期待に最も適合するものである
ため、上記業者が契約の相手方として特定されたものである。
【適用法令】会計法第２９条の３第４項及び予決令第１０２条の４第３
号

59,238,000 58,644,000 98％

キトラ古墳周辺地
区体験学習館展示
施設設計・製作設
置業務

支出負担行為担当官　近畿地方
整備局長　森　昌文
大阪府大阪市中央区大手前１丁
目５番４４号　大阪合同庁舎第１
号館

H26.7.23
（株）丹青社
東京都台東区上野５
－２－２

本業務は、特別史跡キトラ古墳、史跡檜隈寺跡などの文化資産の
保存と活用のため整備を進めているキトラ古墳周辺地区に設置予
定である体験学習館の歴史展示施設に係る設計・製作設置を行う
ことを目的とする。  本業務の契約方式は、企画提案の公募を行
い、その内容を総合的に評価し、契約の相手方を特定する企画競
争方式である。  参加可能業者が最低２０者であることを確認のう
え、企画提案書の提出希望者を公募したところ、申請期間内に４者
から説明書等の交付依頼があり、そのうち１者から企画提案書の提
出があった。  提出された企画提案書を審査した結果、「予定技術
者の経験及び能力」、「実施方針」の「評価テーマ」が総合的に当局
の期待に適合するものであるため、上記業者が契約の相手方として
特定されたものである。
【適用法令】会計法第29条の3第4項、政府調達に関する協定第13
条（ｊ）及び国の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政
令第13条第1項第1号

345,621,600 345,060,000 99％

合庁１号館総合管
理業務

支出負担行為担当官　近畿地方
整備局長　森　昌文
大阪府大阪市中央区大手前１丁
目５番４４号　大阪合同庁舎第１
号館

H26.7.30

日東カストディアル・
サービス（株）　大阪
支店
大阪府大阪市中央区
日本橋２－９－１６
日本橋センタービル６
Ｆ

本業務は，公務の遂行，防犯，衛生，来庁者へのサービス及び庁
舎の保守の必要性から，間断なく実施する必要があることから，従
前の業務の請負者の倒産のため緊急の必要により競争に付するこ
とができない。　よって，本業務を確実に実施でき，合同庁舎３号館
の総合管理業務を現に受注している上記業者が，緊急の必要に迅
速に対応が可能である。
【適用法令】会計法第２９条の３第４項及び予決令第１０２条の４第３
号

非公表 47,952,000 －


